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(注)１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

  ２ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載して 

 おりません。 

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第75期

第１四半期連結 
累計(会計)期間

第76期
第１四半期連結 
累計(会計)期間

第75期

会計期間
自 平成20年４月１日
至 平成20年６月30日

自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日

自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日

売上高 (千円) 9,546,197 6,449,439 39,147,621

経常利益又は経常損失
（△）

(千円) 467,638 △53,014 917,355

四半期(当期)純利益又
は四半期純損失（△）

(千円) 212,629 △85,323 580,478

純資産額 (千円) 18,316,886 17,854,964 17,870,695

総資産額 (千円) 35,975,492 27,680,150 30,814,288

１株当たり純資産額 (円) 995.12 970.97 971.76

１株当たり四半期(当
期)純利益金額又は四半
期純損失金額（△）

(円) 11.68 △4.69 31.88

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益金額

(円) ─ ─ ―

自己資本比率 (％) 50.4 63.9 57.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 4,491,727 △382,452 3,035,883

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △230,084 △493,116 △1,148,279

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △365,420 △185,861 △368,427

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高

(千円) 7,731,087 4,025,505 4,995,958

従業員数 (名) 896 927 924
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当第1四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

当第1四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

平成21年６月30日現在 

 
(注)  従業員数は就業人員であり、臨時雇用者は〔 〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

  

  

平成21年６月30日現在 

 
(注)  従業員数は就業人員であり、臨時雇用者は含まれていません。 

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

従業員数(名)
927

〔130〕

(2) 提出会社の状況

従業員数(名) 807
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当第１四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。 
  

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 金額は、販売価格によっております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

４ 当社は受注生産を主としていますので、本表は販売実績と同一のものを掲げております。 

  

当第１四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。 
  

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 金額は、販売価格によっております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。 
  

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

 
３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

事業の種類別セグメントの名称 生産高（千円） 前年同四半期比（％）

設備部門 4,228,185 △22.1

自動車部品部門 2,221,254 △46.0

合計 6,449,439 △32.4

(2) 受注実績

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円)
前年同四半期比
（％）

受注残高(千円)
前年同四半期比
（％）

設備部門 2,466,818 △62.1 1,685,586 △80.7

自動車部品部門 2,221,254 △46.0 ― ―

合計 4,688,073 △55.9 1,685,586 △80.7

(3) 販売実績

事業の種類別セグメントの名称 販売高（千円） 前年同四半期比（％）

設備部門 4,228,185 △22.1

自動車部品部門 2,221,254 △46.0

合計 6,449,439 △32.4

相手先

前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結累計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高（千円） 割合（％）

豊田通商(株) 3,177,627 33.29 2,800,432 43.42

トヨタ自動車(株) 577,514 6.05 282,133 4.37
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当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

当第1四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

当第1四半期における我が国経済は、景気に底入れの兆しが見られ始めたものの、依然として厳しい

状況が続いております。 

 当社グループを取り巻く経営環境は、主要顧客である自動車業界の在庫調整は進んだものの、市場の

回復については先行き不透明であり、設備投資の延期や縮小が計画されており、一段と厳しくなりまし

た。 

 このような状況のもと、当社グループの第１四半期会計期間の売上高は64億４千９百万円と前年同四

半期と比べ30億９千６百万円（32.4％減）減収となりました。営業損失は１億４百万円（前年同四半期

は２億９千６百万円の営業利益）、経常損失は５千３百万円（前年同四半期は４億６千７百万円の経常

利益）、四半期純損失は８千５百万円（前年同四半期は２億１千２百万円の四半期純利益）となりまし

た。 

①事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。  

  ・設備部門  

    設備部門は、塗装設備納入等の減少により売上高は42億２千８百万円と前年同四半期と比 

   べ12億円（22.1％減）減収、営業利益は２億５千１百万円と前年同四半期と比べ１億５千 

   １百万円（37.5％減）減益となりました。 

  ・自動車部品部門  

    自動車部品部門は、プリウス、アルファード等の内装部品およびクラウン等の外装部品の 

   生産・販売により売上高は22億２千１百万円と前年同四半期と比べ18億９千５百万円 

   （46.0％減）減収、営業損失は２億６千６百万円（前年同四半期は０百万円の営業利益）と 

   なりました。 

②所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。  

  ・日本  

    国内は、売上高は58億１千２百万円と前年同四半期と比べ25億６千５百万円（30.6％減） 

   減収、営業損失は２千万円（前年同四半期は４億２千３百万円の営業利益）となりました。 

  ・アジア  

    アジアは、売上高は６億６千６百万円と前年同四半期と比べ６億９千６百万円（51.1％ 

   減）減収、営業利益は８百万円（前年同四半期は１千４百万円の営業損失）となりました。  

  ・その他  

    売上高はありませんが、営業損失は１百万円（前年同四半期は５百万円の営業損失）とな 

   りました。 

  

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(１)経営成績の分析
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当第1四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べて10.2％減少し、276億８千万円と

なりました。要因については次の通りであります。 

（資産） 

流動資産は、前連結会計年度末に比べて18.0％減少し、134億２百万円となりました。これは、現

金及び預金が９億４千６百万円、受取手形及び売掛金が５億５千２百万円、仕掛品が15億７千５百万

円減少したことなどによります。 

固定資産は、前連結会計年度末に比べて1.3％減少し、142億７千７百万円となりました。これは、

有形固定資産が２億６千５百万円減少したことなどによります。 

（負債） 

流動負債は、前連結会計年度末に比べて28.5％減少し、77億６千７百万円となりました。これは、

支払手形及び買掛金が28億８千５百万円減少したことなどによります。 

固定負債は、前連結会計年度末に比べて0.9％減少し、20億５千７百万円となりました。 

この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて24.1％減少し、98億２千５百万円となりまし

た。 

（純資産） 

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて0.1％減少し、178億５千４百万円となりました。 

  

当第1四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、40億２千５百

万円となり、前連結会計年度末より９億７千万円（19.4％減）減少となりました。 各キャッシュ・フ

ローの状況は以下のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)  

 営業活動の結果使用した資金は３億８千２百万円（前年同四半期は44億９千１百万円獲得）となりま

した。これは主に、たな卸資産の減少額15億９千７百万円、減価償却費３億５千３百万円の増加要因

と、仕入債務の減少額29億２千３百万円の減少要因の結果であります。    

(投資活動によるキャッシュ・フロー)  

 投資活動の結果使用した資金は４億９千３百万円（前年同四半期比114.3％増）となりました。これ

は主に、有形固定資産の取得による支出５億９百万円によるものであります。    

(財務活動によるキャッシュ・フロー)  

 財務活動の結果使用した資金は１億８千５百万円（前年同四半期比49.1％減）となりました。これは

主に、配当金の支払いによる支出１億８千２百万円によるものであります。 

  

当第1四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。 

  

当第1四半期連結会計期間の研究開発費の総額は116百万円であります。 

(２)財政状態の分析

(３)キャッシュ・フローの状況

(４)事業上及び財務上の対処すべき課題

(５)研究開発活動
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当第1四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

当第1四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

また、当第1四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありませ

ん。 

  

第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

(2) 設備の新設、除却等の計画
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   該当事項はありません。 

  

   該当事項はありません。 

  

  

 
  

当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。 

  

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成21年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成21年８月６日)

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 
取引業協会名

内容

普通株式 18,220,000 18,220,000
東京証券取引所 
(市場第二部)

―

計 18,220,000 18,220,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【ライツプランの内容】

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成21年４月１日～ 
平成21年６月30日

─ 18,220,000 ─ 1,311,000 ─ 668,522

(5) 【大株主の状況】
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当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することが

できませんので、直前の基準日である平成21年3月31日現在で記載しております。 

平成21年３月31日現在 

 
(注)「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式580株が含まれております。 

  

平成21年３月31日現在 

 
  

  

  

 
(注)株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

  

  

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式        9,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式   18,189,000 18,189 ―

単元未満株式 普通株式      22,000 ― ―

発行済株式総数            18,220,000 ― ―

総株主の議決権 ― 18,189 ―

② 【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
トリニティ工業株式会社

愛知県豊田市柿本町
1丁目9番地

9,000 ― 9,000 0.05

計 ― 9,000 ─ 9,000 0.05

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年 
 4月

 
 5月 6月

最高(円) 314 345 443

最低(円) 270 295 335

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期

連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及

び当第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)は、改正後の四半期連結財務

諸表規則に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間(平成20年４月

１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、また、当第１四半期連結会計期間

(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビュ

ーを受けております。 

  

  

第５ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について




































